放送バリアフリーシンポジウム参加報告
青年協議会　社会対策部長　濱野昌幸

１、はじめに

　平成１８年１２月９日、東京都学士会館において行われた、「視覚・聴覚に障害のある人たちのための放送バリアフリーシンポジウム２００６　in　TOKYO」に青年協議会を代表して参加してきた。１日の日程の中に多くの有意義な情報と意見がちりばめられており、密度の濃い時間を過す事ができた。その内容をプログラムに沿って説明すると共に、簡単な感想を併せて報告する。
２、内容

　　①問題提起
　視覚障害者にとっての情報入手手段の第１位はラジオや知人からの情報を抑えてテレビからの情報であった。これを基に考察すれば豊かなQOLを獲得するために次の２点が必要になる。
　「解説放送の数値目標の設定」

　「解説放送の数値目標を監視する機関の設置」

　そして、「高品位な放送」の本来の定義とは何かを放送業界に再確認してもらい、誰もが等しく情報を得られるよう、研究を進めてもらいたい。

　情報の発信だけでなく、テレビや受信機の操作性も考慮してバリアを排除してもらいたい。
　②講演Ⅰ「字幕放送等普及に向けた総務省の取り組みと現状」

高田 義久（総務省情報通信政策局情報通信利用促進課課長補佐）
総務省はIT関連についてU-Japan政策、IT新改革戦略をもって、いつでも、どこでも、誰もがITの恩恵を受け、あらゆる人と物が結びつくユビキタス社会をめざしている。
また、視聴覚障害者向け放送の分野でも字幕放送・解説放送の充実に向けた取り組みを続けてきている。その結果、近年では字幕放送の割合はNHKでは98.2%、民放でも65.9%までに高まった。しかし、視覚障害者向け解説放送はNHKで5%程度、民放に至ってはほぼ0%に留まっている。その必要性はアンケート調査にて明確になっているので、今後も充実に向けての取り組みは継続される。
③講演Ⅱ「デジタル時代におけるテレビ番組へのアクセス提供　米国の場合」

メラニー・ブルンソン（アメリカ盲人協議会常務理事、弁護士）
　アメリカでも視覚障害者向け解説放送の必要性は認識されており、政府への働きかけはこれまでも行われてきた。アメリカ政府もそれに答え、放送局に数値目標を示した。しかし、費用の問題から反発が強く、結果としてより費用の負担の少ない、字幕放送を多く取り入れることで決着してしまった。当然、現在でも解説放送の充実を求める働きかけは継続されているが、議会勢力の逆転などから実現には至っていない。超大国アメリカでも日本の現状とそれほど大きな差は無く、完全デジタル化を前に難しい状況が続いている。
④地域での取り組み報告（京都）

　野々村好三（社会福祉法人 京都ライトハウス）
　ＫＢＳ京都テレビの人気番組「Ｔ－スタイル　タカラヅカ」に字幕・手話・音声解説を付与、２００６年９月２５日（月）２２時５分～２３時、実際に地上波で放送された。番組は元宝塚スター２人の対談がメインだが、レストラン・アロマサロン・遊園地など雰囲気の異なった場所で収録されており、人物の衣装や場所の情景、アクセスデータなども音声で紹介されている。字幕や解説の一つ一つにこだわり作成されており、我々に現状と目標をアピールするものとして高い完成度を感じた。
⑤シンポジウム
コーディネーター　

高岡 正（社団法人 全日本難聴者・中途失聴者団体連合会理事長）

パネリスト　　

星加 良司（東京大学先端科学技術研究センター　バリアフリー分野リサーチフェロー）宮本 一郎（財団法人 全日本ろうあ連盟理事）

畠山 経彦（日本放送協会編成局統括担当部長）

刀禰 隆司（ＫＢＳ京都テレビ編成局長）

西滝 憲彦（特定非営利活動法人 CS障害者放送統一機構理事）

３、感想
　今回のシンポジウムに参加できたことは私にとって未知の世界に一歩踏み込んだことになりました。地上波放送もデジタル化を目前に控えて「メカオンチ」では通用しない状況であることがよくわかりました。また、類似した情報障害を持つ聴覚障害者の方々の意見や現状も直接うかがうことができ、収穫は大きかったと感じています。しかしながら字幕放送・解説放送・手話放送はそれぞれに似て非なる部分が多いことにも気付きました。それぞれの必要性は感じながらも、放送局への費用負担や現段階での普及度、一般放送とのリンク方法など、実現に向けての障壁は様々です。障害者団体の連携した働きかけと視覚障害者団体独自の働きかけを平行して実施する必要性を感じました。両者の力加減が難しいところかとも思いますが、情報化社会の波に乗り切れず「情報オンチ」にならないように、注意深く取り組みたいと思います。
４、放送バリアフリーシンポジウム2006 in TOKYO アピール

本日、平成18年1２月９日、「平成18年度障害者週間キャンペーン事業」「トヨタ財団【地域社会プログラム】助成事業」として、「視覚・聴覚に障害のある人たちのための　放送バリアフリーシンポジウム2006inTOKYO」が開催されたことは非常に意義深いものであります。
　くしくも１２月１日から、全国の県庁所在地で、あまねくデジタル放送の視聴が可能となり、いよいよ本格的なデジタル放送時代が幕を開けました。

ワンセグ放送も開始されたいま、視覚、聴覚、その他の情報入手に障害を持つ私たち、また、さまざまな理由でデジタル時代の情報アクセシビリティーにバリアを感じる多くの国民の声を一つにして、さらには国民文化の一つであるテレビを、国民誰もが楽しめるようにと願う人々の熱い思いを代表して、ここ東京・学士会館に集まった主催６団体からのアピールを、高らかに宣言します。
　１．総務省には、国民文化とも言えるテレビジョン放送をすべての国民が享受
するためには、字幕放送・解説放送・手話放送が不可欠であり、放送事業者は、それらを必要とする国民すべてに対し、合理的配慮を行う義務があることを、2007年の指針に明記するとともに、放送法に位置づけていただきたい
２．総務省には、当事者がイニシアチブをもって参加し、行政が責任を持つ監視機構の設置をお願いしたい。また、官庁、障害者関係団体、放送事業者、製造業者等が一体になって、よりよい字幕・解説・手話についての研究・開発と人材養成、著作権問題の解決を進める恒常的な組織を設置していただきたい
３．総務省並びに放送事業者等には、2011年のデジタル放送完全実施のスムーズな推進のために、放送視聴のための支援として、現在のアナログテレビで字幕を見るデコーダーの給付制度や地上波放送テレビを、低所得者も購入できる制度を早急に創設することで、国民すべてがデジタル時代の放送事業に夢と期待が持てるように配慮いただきたい
　以上を宣言する。

平成１８年１２月９日
視覚・聴覚に障害のある人たちのための　
放送バリアフリーシンポジウム2006 in TOKYO
財団法人　全日本ろうあ連盟
　　　社会福祉法人　日本盲人会連合

　    社団法人　全日本難聴者・中途失聴者団体連合会

特定非営利活動法人　全国視覚障害者情報提供施設協会

　    特定非営利活動法人　全国聴覚障害者情報提供施設協議会

    　特定非営利活動法人　ＣＳ障害者放送統一機構（主管団体）
